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阪神淡路大震災 東日本大震災 南海トラフ巨大地震

死者･行方不明者数 約6,400名 約19,200名 （約400,000名？）

自衛官の派遣規模
（1日の最大）

約24,100名 約107,000名 （約110,000名？）

○また、多数の重傷者の搬送
を考慮する必要があるため、
装備品等を全国レベルで運用
することが重要。

○阪神淡路大震災及び東日本大震災においては、防衛省・自衛隊は、死者・行方不明者数を上回
る隊員を派遣して対応を実施できたが、南海トラフ巨大地震のような甚大な被害を伴う震災にお
いては、派遣できる隊員数にも限界があるため、抜本的な対処計画の策定が重要。

自衛官 ２２７，９５０

即応予備自衛官 ５，７７２

予備自衛官 ３２，６０６

合計 ２６６，３２８

【参考】自衛官の現員 ※23.3.31現在

【参考】救急自動車保有台数

全国
自治体

６，００３台
※平成23年版「救急・救助の現況」

自衛隊
６９１台

※平成24.3.31現在
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東日本大震災と南海トラフ地震における震度面積の相違
２ ４ ． ８ ． ８
運用企画局事態対処課
国民保護・災害対策室

南海トラフ地震においては、被災する地域が
広範に及ぶことが想定されている。

内閣府のモデル検討会の想定によると、震度
6弱以上の地域は、九州から関東にかけての広
い範囲に及ぶ。

震度面積は、東日本大震災と比較すると、震
度7で約96倍、6強で約11倍、6弱で約4倍となっ
ている。

上記より、特定の地域に資源を集中させること
が困難となることが想定される。

東日本大震災における
震度分布及び面積

南海トラフ巨大地震における震度分布及び面積【最大級】

震度階 東日本大震災

7 73km2

6強 1,879km2

6弱 10,712km2

5強 22,179km2

合計 34,843km2

出典 東北地方太平洋沖地震を教訓とした
地震・津波対策に関する専門調査会 出典 南海トラフの巨大地震モデル検討会 2



東日本大震災における輸送スキーム 改 善 イ メ ー ジ
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【救援物資の輸送にかかる活動の概要】
○被災地・避難所への輸送
○各方面からの輸送依頼の調整
○被災地の要望把握
○救援物資の駐屯地等への集積
○滞留物資の仕分け、処分

【問題点】
○救援物資の輸送統制（※）が行われず、プッシュ型の輸送を継
続したため、大量の滞留物資が発生し、払い出し（仕分け）に膨大
な時間を費やすとともに、一部の物資は消費期限超過等に伴い
処分
※提供物資の把握、被災地の要望把握、輸送の優先順位付等

既存のターミナルを利用
するとともに、物流システ
ムネットワークを活用

自衛隊輸送スキームを構築

【緊急時輸送】（民間輸送事業者
が被災地へ進入できない場合（離
島・道路崩壊等）含む。）

個人外国

【救援物資の輸送統制】
○提供物資の把握 ○被災地の要望把握
○輸送の優先順位付 ○輸送手段の確保

東日本大震災における物資輸送上の課題
２ ４ ． ８ ． ８
運用企画局事態対処課
国民保護・災害対策室
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沖縄・第１５旅団

北海道・第５旅団

３月１７日～１９日

米軍及び豪州軍のＣ－１７
が沖縄の部隊の輸送を支
援
【自衛隊第１５旅団】
・人員１１５名
・車両６８両

３月１６日 苫小牧発
３月１８日 大湊着

米揚陸艦が北海道の
部隊の輸送を支援
【自衛隊第５旅団】
・人員２３６名
・車両９３両

米軍・豪州軍が北海道および沖縄の
自衛隊部隊の移動を全面支援

Ｃ－１７輸送機

揚陸艦トーテュガ

×
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○韓国
韓国軍はＣ－１３０輸送機により、３月１４日に救助隊員１０２名を日本に輸送

したほか、日韓間で物資の輸送を実施。
○タイ
タイ軍はＣ－１３０輸送機により、３月１９日に救援物資の輸送を実施。

○イスラエル
イスラエル軍は、３月２７日に医療チームを派遣し、３月２９日から４月１０日

まで宮城県南三陸町において診療活動を実施。
○フランス
フランス国防省は、３月２２日、原子力災害派遣活動中の自衛隊を支援するた

め、防衛省に対し放射能防護服1,000着を無償で提供。

各国軍からの支援

東日本大震災における各国軍からの支援
２ ４ ． ８ ． ８
運用企画局事態対処課
国民保護・災害対策室
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課 題 整 理
２ ４ ． ８ ． ８
運用企画局事態対処課
国民保護・災害対策室

南海トラフ地震においては、被災地域が、九州地方から関東地方まで広範に及ぶ
と推定されており、また、被災者が40万人を超えるとの想定も出ているところ、自衛
隊による対応には限界がある。

自衛隊を始めとする実動省庁の対応能力をどのように振り分けるか、役割分担を
整理する必要がある。

また、公的・行政的な対応の限界を認識した上で、「共助」、「自助」の観点も踏ま
え、全国家的な対応体制の見直しが求められる。

他方、国内での対応に限界がある以上、海外からの支援の受け入れが不可欠に
なると考えられ、平素より受入体制を検討する必要がある。
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